
陸上移動中継局、陸上局、移
動局、特定実験試験局、実験
試験局、固定局、航空局、無
線標識局、無線航行陸上局、
無線標定陸上局、無線標定移
動局、無線測位局、海岸地球
局、航空地球局、携帯基地地
球局、携帯移動地球局及び地
球局の無線局事項書の様式
（第４条、第12条関係）（実験
試験局については、総務大臣
がこの様式に代わるものとし
て認めた場合は、それによる
ことができる。）

［略］ ［同左］
［注１～７ 略］ ［注１～７ 同左］
８ ６の欄の記載は、次によること。 ８ ［同左］
［～ 略］ ［～ 同左］


設備規則第３条第１号に規定する携

帯無線通信を行う無線局並びに同条第

10号に規定する広帯域移動無線アクセ

スシステムの無線局のうち2545MHz

を超え2575MHz以下及び2595MHz

を超え2645MHz以下の周波数の電波

を使用するものにあつては、の規定

にかかわらず、将来の業務計画等とし

て、免許の有効期間における業務計画

及び当該計画が確実に実施される根拠

を記載することとし、再免許の申請の

場合は、の規定にかかわらず、免許

の期間中における業務の概要として、

当該無線局に係る総務大臣の認定を受

けた開設計画の実施状況又は現に受け

ている免許の申請時に提出した将来の

業務計画等の実施状況を記載するこ

と。ただし、記載事項の内容が現に免

許を受けているこれらの無線局に係る

将来の業務計画等若しくは免許の期間

中における業務の概要と同一のものと

なる場合又は２以上のこれらの無線局

を一体として一の業務計画による業務


［新設］

［９～29 略］ ［９～29 同左］

を行う場合は、これらの無線局のうち

主たる無線局以外の無線局について

は、その旨を記載して、該当事項の記

載を省略することができる。


別表第二号の四 特定無線局の無線局事項書
及び工事設計書の様式（第20
条の５及び第20条の８関係）

別表第二号の四 ［同左］

［略］ ［同左］
［注１～８ 略］ ［注１～８ 同左］
９ ７の欄の記載は、次によること。 ９ ［同左］
［・ 略］ ［・ 同左］


設備規則第３条第１号に規定する携

帯無線通信を行う無線局並びに同条第

10号に規定する広帯域移動無線アクセ

スシステムの無線局のうち2545MHz

を超え2575MHz以下及び2595MHz

を超え2645MHz以下の周波数の電波

を使用するものにあつては、将来の業

務計画等として、免許の有効期間にお

ける業務計画及び当該計画が確実に実

施される根拠を記載することとし、再

免許の申請の場合は、免許の期間中に

おける業務の概要として、当該無線局

に係る総務大臣の認定を受けた開設計

画の実施状況又は現に受けている免許

の申請時に提出した将来の業務計画等

の実施状況を記載すること。ただし、

記載事項の内容が現に免許を受けてい

るこれらの無線局に係る将来の業務計

画等若しくは免許の期間中における業

務の概要と同一のものとなる場合又は

２以上のこれらの無線局を一体として

一の業務計画による業務を行う場合

は、これらの無線局のうち主たる無線

局以外の無線局については、その旨を

記載して、該当事項の記載を省略する

ことができる。


［新設］

［10～32 略］ ［10～32 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍

線 （ 下 線 を 含 む 。 ） は 注 記 で あ る 。
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